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営利企業等従事許可基準運用要領 

 

 職員の営利企業への従事等の許可に関する規則（昭和 26年鳥取県人事委員会規則第５号。以下「規

則」という。）第３条第１項に定める基準の運用について、満たすべき要件を次のとおり定める。 

 

１ 職責遂行に支障を及ぼすおそれがないこと 

（１）営利企業等に従事しようとする職員の健康、従事活動の内容及び時間数等を考慮し、職員の職務遂

行に支障を来さないこと、かつ原則として次の全ての要件を満たすこと。 

  ア 週８時間又は１か月 30時間以内の活動であること 

イ 職員の勤務時間、休暇等に関する条例（平成６年鳥取県条例第 35号）第３条第２項若しくは第

３項、第４条又は第５条の規定により勤務時間が割り振られた日において、１日３時間以内の活動

であること 

※ 従事しようとする活動が、労働基準法（昭和 22年法律第 49号）第 38条（時間計算）第１項

の規定による労働時間の通算が適用される活動である場合、公務と営利企業等の従事先の双方

を通算した労働時間において、同法第 32条（労働時間）、第 36条（時間外及び休日の労働）第

６項第２号及び第３号に定める時間外・休日労働の上限規制等の規定を遵守する必要がありま

すので、適切に管理を行うものとします。なお、従事しようとする活動が労働基準法の労働時間

規制が適用されるか否か等については、各従事先に確認を行ってください。 

※  営利企業等に従事する職員の勤務時間数の管理及び健康確保の観点から、従事する活動の内

容に関わらず、職員は自己管理を徹底するとともに、所属長は当該職員からの申請内容を踏ま

え、勤務時間及び職員の健康管理を適切に行ってください。 

（２）営利企業等に従事することによる心身の著しい疲労のため、職務遂行上その能率に悪影響を与え

ないこと。 

（３）営利企業等に従事する時間と県における正規の勤務時間が重複する場合は、年次有給休暇等を取

得し、又は職務専念義務免除の承認を得ることにより勤務時間外の従事とすること。 

 

２ 職員の職又は職員の勤務する機関との間に密接な利害関係がなく、不当な結果を生ずるおそれ

がないこと 

（１）「密接な利害関係」とは、職員の職（各人事異動の日から起算して３年間は、異動前の職を含む。）

と従事先が、免許、許認可、検査、税の賦課、補助金の交付、工事の請負、物品の購入先等の契約行

為、不利益処分や行政指導等の対象にあるものをいう。 

※ 従事先が、県が出資する社団法人や財団法人等であって、県の施策の推進を図るため職員が役員

等に就任することが特に必要であると認められる場合は、この限りではありません。この場合は、

公社・事業団等への役員への県職員就任基準（平成 13年 12月 26日付総務部長通知）により手続

きを行ってください。 

 

３ 職員の職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるおそれがないこと 

（１）公序良俗に反するなど職員及び職務の品位を損ねないものであること。 

  ※ 従事する活動が法令に反する活動でないこと、また従事先の団体又はその役員（役員であった者

を含む）が、当該団体の業務に係る刑事事件に関して起訴（無罪の判決又は公訴棄却の決定が確定
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した場合を除く）、又は過去３年間に不利益処分を受けていないこと等が該当します。 

 

４ その他全体の奉仕者たる公務員として妥当と認められること 

（１）報酬額が、社会通念上妥当と認められる程度を超えたり、公務員としての地位を利用した不適正

な額でないこと。 

＜従事先において報酬単価を定めている場合＞ 

得られる報酬の単価が、原則、当該単価を超えない額であること 

＜従事先において報酬単価を定めていない又は当該単価に依りがたい場合（自営等）＞ 

申請内容に基づき個別に判断 

（２）営利企業との兼業については、以下の基準を全て満たし、公益性の高い社会貢献活動であると認

められること。 

   ・営利企業でもあっても、その活動が副次的に広く不特定多数の利益の増進に寄与すること 

   ・従事者数が不足しており、社会的な需要が高いこと（ただし、民間の就業を阻害しないこと） 

（３）自営兼業については、以下の基準を全て満たし、全体の奉仕者としての性質を維持できると認め

られること。 

   ・職員個人のスキルや地域の実情を踏まえた自営であること 

   ・自営兼業を行う際に必要となる関係法令（製造物責任法、食品衛生法、食品表示法等）を遵守

すること 

 

【想定される従事例】 

 許可を受けて営利企業等に従事することが想定される例は下表のとおりです。ただし、いずれの活動 

においても、上記許可基準を全て満たすことが要件となります。 

類型 従事例 

健康、保健、医療又は福祉の増進を図る活動 手話奉仕員、手話通訳、要約筆記、福祉車両での送

迎・移乗補助、障がい者就労支援施設での作業補助 

子育て、若者支援活動 子供の居場所づくり、子ども食堂の運営、子育てイ

ベントでの講師 

まちづくりの推進又は観光振興を図る活動 自治会役員、商店街の活性化活動、観光ガイド、誘

客イベントの企画・運営 

農山漁村又は中山間地域の振興を図る活動 中山間地域の鳥獣捕獲、農地等環境保全活動、農作

物の生産・収穫・出荷、農事組合法人の事務補助 

学術、文化、芸術又はスポーツの振興を図る

活動 

各種部活動外部顧問、外部指導員、書道教室、文化

教室、スポーツインストラクター 

環境の保全を図る活動 自然体験活動ガイド、草刈り、除排雪 

人権の擁護又は平和の推進を図る活動 人権教育アドバイザー 

国際協力活動 外国語通訳ボランティアの研修講師、日本語教室 

地域交通の確保維持を図る活動 ライドシェアドライバー、共助交通のドライバー 

職員の学識、研究に基づく活動、県の施策の

理解促進・ＰＲにつながる活動 

大学等における講演、非常勤講師、書籍・・聞等等へ

の寄稿 

国、地方公共団体からの委嘱等に基づく活動 交通指導員、国勢調査員、投票立会人 

職員個人のスキルを活かした活動・（上記に分

類されないもの） 

アクセサリー等自主制作物販売 
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【参考法令】 

○ 地方公務員法 

（営利企業への従事等の制限） 

第三十八条 職員は、任命権者の許可を受けなければ、商業、工業又は金融業その他営利を目的とす

る私企業（以下この項及び次条第一項において「営利企業」という。）を営むことを目的とする会

社その他の団体の役員その他人事委員会規則（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地

方公共団体の規則）で定める地位を兼ね、若しくは自ら営利企業を営み、又は報酬を得ていかなる

事業若しくは事務にも従事してはならない。ただし、非常勤職員（短時間勤務の職を占める職員及

び第二十二条の二第一項第二号に掲げる職員を除く。）については、この限りでない。 

２ 人事委員会は、人事委員会規則により前項の場合における任命権者の許可の基準を定めることが

できる。 

 

○ 職員の営利企業への従事等の許可に関する規則 

（許可の基準） 

第３条 任命権者は、次の各号のいずれかに該当する場合を除き、法第 38条第 1項の許可を与える

ことができる。 

（１）職責遂行に支障を及ぼすおそれがある場合 

（２）職員の職又は職員の勤務する機関との間に密接な利害関係があって、不当な結果を生ずるおそ

れがある場合 

（３）職員の職の信用を傷つけ、又は職員の職全体の不名誉となるおそれがある場合 

（４）その他全体の奉仕者たる公務員として妥当でないと認められる場合 


